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外
国
人
の
就
業
促
進
等
及
び
技
能
実
習
制
度
の
適

正
な
実
施

十

仕
事
と
生
活
の
調
和
の
実
現

十
一

雇
用
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
整
備
・
拡
充

第
五

雇
用
施
策
に
関
す
る
数
値
目
標

一

地
方
計
画
策
定
項
目

二

目
標
設
定
項
目

第
一

趣
旨

我
が
国
の
経
済
は
、
平
成
二
十
年
秋
に
発
生
し
た

経
済
危
機
後
の
急
速
な
後
退
か
ら
着
実
に
持
ち
直
し

て
き
て
い
る
が
、
景
気
の
回
復
は
な
お
自
律
性
が
弱

く
、
国
民
の
生
活
を
第
一
に
考
え
、
新
た
な
雇
用
施

策
を
果
断
に
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
特
に
、
若

年
層
を
中
心
と
し
て
非
正
規
労
働
者
は
増
加
傾
向
に

あ
り
、
派
遣
労
働
者
や
契
約
社
員
等
の
雇
止
め
等
に

つ
い
て
は
、
平
成
二
十
年
十
月
か
ら
平
成
二
十
二
年

三
月
ま
で
に
実
施
済
み
又
は
実
施
予
定
と
し
て
把
握

さ
れ
た
者
は
、約
二
十
五
万
七
千
人
に
上
っ
て
い
る
。

ま
た
、
我
が
国
の
相
対
的
貧
困
率
は
十
五
・
七
％
と

な
っ
て
お
り
、
貧
困
・
困
窮
者
へ
の
支
援
に
つ
い
て

取
り
組
む
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

雇
用
失
業
情
勢
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
の
完
全

失
業
率
が
四
・
九
％
と
、
前
年
同
月
差
で
〇
・
七
ポ

イ
ン
ト
悪
化
し
て
い
る
ほ
か
、
有
効
求
人
倍
率
は

〇
・
四
六
倍
と
前
年
同
月
差
で
〇
・
一
九
ポ
イ
ン
ト

低
下
し
て
い
る
。
ま
た
、
失
業
期
間
が
六
ヶ
月
以
上

と
な
っ
て
い
る
完
全
失
業
者
が
、
平
成
二
十
一
年

十
〜
十
二
月
期
は
百
八
十
万
人
と
、
前
年
同
期
差
で

五
十
一
万
人
増
と
な
っ
て
お
り
、
失
業
が
長
期
化
し

て
い
る
。
そ
の
ほ
か
、
新
規
学
校
卒
業
者
の
内
定
率

の
低
迷
な
ど
、
幅
広
い
範
囲
で
雇
用
失
業
情
勢
の
悪

化
の
影
響
が
出
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
雇
用
失
業
情

勢
の
中
で
、
都
道
府
県
労
働
局
と
地
方
公
共
団
体
が

さ
ら
に
緊
密
に
連
携
し
、
地
域
の
実
情
に
合
っ
た
雇

用
施
策
を
迅
速
か
つ
的
確
に
実
施
す
る
必
要
が
あ

る
。こ

の
指
針
は
、
雇
用
対
策
法
施
行
規
則
（
昭
和
四

十
一
年
労
働
省
令
第
二
十
三
号
）
第
十
三
条
第
一
項

に
基
づ
き
、
都
道
府
県
労
働
局
長
が
、
毎
年
度
、
都

道
府
県
労
働
局
及
び
公
共
職
業
安
定
所
に
お
け
る
職

業
指
導
及
び
職
業
紹
介
の
事
業
そ
の
他
の
雇
用
に
関

す
る
施
策
を
講
ず
る
に
際
し
て
の
方
針
（
以
下
「
雇

用
施
策
実
施
方
針
」
と
い
う
。）を
都
道
府
県
知
事
の

意
見
を
聞
い
て
策
定
す
る
こ
と
に
関
し
、
同
条
第
二

項
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
二
年
度
の
雇
用
に
お
け
る

重
点
施
策
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。

都
道
府
県
労
働
局
に
お
い
て
は
、
こ
の
指
針
に
盛

り
込
ま
れ
た
内
容
を
踏
ま
え
、
都
道
府
県
の
実
情
に

応
じ
た
課
題
及
び
そ
れ
に
対
す
る
施
策
を
盛
り
込
ん

だ
雇
用
施
策
実
施
方
針
を
都
道
府
県
知
事
の
意
見
を

聞
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
施
策
と
都
道
府

県
の
講
ず
る
雇
用
に
関
す
る
施
策
と
が
密
接
な
関
連

の
下
で
円
滑
か
つ
効
果
的
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
努

め
、
地
域
の
雇
用
失
業
情
勢
の
改
善
に
取
り
組
む
こ

と
と
す
る
。

ま
た
、
都
道
府
県
知
事
か
ら
当
該
方
針
に
定
め
る

施
策
及
び
そ
の
実
施
に
つ
い
て
要
請
が
あ
っ
た
と
き

は
、
そ
の
要
請
に
可
能
な
限
り
応
じ
る
こ
と
と
し
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
地
域
に
お
い
て
緊
密
な
連
携
・
協

力
を
図
っ
て
い
く
こ
と
と
す
る
。

第
二

現
下
の
経
済
及
び
雇
用
失
業
情
勢
と
そ
の
課
題

一

経
済
及
び
雇
用
失
業
情
勢
と
今
後
の
見
通
し

^

現
下
の
経
済
情
勢

景
気
は
、
着
実
に
持
ち
直
し
て
き
て
い
る
が
、

な
お
自
律
性
は
弱
く
、
失
業
率
が
高
水
準
に
あ
る

な
ど
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
景
気
判

断
に
係
る
主
要
な
指
標
を
個
々
に
み
る
と
、
輸
出

は
緩
や
か
に
増
加
し
て
い
る
。
生
産
は
持
ち
直
し

て
い
る
。
企
業
収
益
は
改
善
し
て
い
る
。
設
備
投

資
は
下
げ
止
ま
り
つ
つ
あ
る
も
の
の
、
こ
の
と
こ

ろ
弱
い
動
き
も
見
ら
れ
る
。
企
業
の
業
況
判
断
は

依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
た
だ
し
、
中

小
企
業
で
は
先
行
き
に
慎
重
な
見
方
と
な
っ
て
い

る
。
雇
用
情
勢
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
も
の
の
、

こ
の
と
こ
ろ
持
ち
直
し
の
動
き
が
見
ら
れ
る
。
個

人
消
費
は
、
持
ち
直
し
て
い
る
。
物
価
の
動
向
を

総
合
し
て
み
る
と
、
緩
や
か
な
デ
フ
レ
状
況
に
あ

る
。
先
行
き
に
つ
い
て
は
、
当
面
、
雇
用
情
勢
に

厳
し
さ
が
残
る
も
の
の
、
企
業
収
益
の
改
善
が
続

く
な
か
で
、
海
外
経
済
の
改
善
や
明
日
の
安
心
と

成
長
の
た
め
の
緊
急
経
済
対
策
（
平
成
二
十
一
年

十
二
月
八
日
閣
議
決
定
。
以
下「
緊
急
経
済
対
策
」

と
い
う
。）の
効
果
な
ど
を
背
景
に
、
景
気
の
持
ち

直
し
傾
向
が
続
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
一
方
、

海
外
景
気
の
下
振
れ
懸
念
、デ
フ
レ
の
影
響
な
ど
、

景
気
を
下
押
し
す
る
リ
ス
ク
が
存
在
す
る
こ
と
に

留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
雇
用
情
勢
の
悪

化
懸
念
が
依
然
残
っ
て
い
る
こ
と
に
も
注
意
が
必

要
で
あ
る
。

二

現
下
の
厳
し
い
雇
用
失
業
情
勢
に
お
け
る
課
題

世
界
的
な
金
融
危
機
の
影
響
等
に
よ
り
、
現
下
の

雇
用
失
業
情
勢
は
引
き
続
き
厳
し
い
状
況
が
続
く
こ

と
が
予
想
さ
れ
る
。
そ
う
し
た
中
で
、
派
遣
労
働
者

や
契
約
社
員
等
の
雇
止
め
等
に
つ
い
て
は
、
企
業
の

雇
用
維
持
努
力
が
あ
る
中
で
、
減
少
し
て
き
て
い
る

も
の
の
、依
然
と
し
て
住
居
を
喪
失
し
た
離
職
者
や
、

住
居
を
失
い
、
ネ
ッ
ト
カ
フ
ェ
等
で
寝
泊
ま
り
し
な

が
ら
不
安
定
な
就
労
を
行
う
者
の
存
在
が
指
摘
さ
れ

て
い
る
。
一
た
び
住
居
を
喪
失
し
た
者
は
、
就
職
活

動
に
支
障
を
き
た
し
、
ひ
い
て
は
安
定
就
労
へ
の
再

就
職
も
困
難
と
な
る
状
況
に
あ
る
た
め
、
こ
れ
ら
の

者
に
対
す
る
住
居
と
安
定
的
な
就
労
機
会
の
確
保
支

援
の
迅
速
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
新
規
学

校
卒
業
者
の
内
定
率
が
低
迷
し
て
お
り
、
未
就
職
の

ま
ま
卒
業
す
る
者
が
大
幅
に
増
加
す
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
る
中
、
新
規
学
校
卒
業
者
に
対
す
る
支
援
を
強

化
す
る
な
ど
、
経
済
的
・
社
会
的
に
弱
い
立
場
に
あ

る
人
々
へ
の
迅
速
か
つ
的
確
な
支
援
を
行
う
こ
と
が

最
優
先
か
つ
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

_

最
近
の
雇
用
失
業
情
勢

現
下
の
雇
用
失
業
情
勢
は
、
持
ち
直
し
の
動
き

が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況

に
あ
る
。

平
成
二
十
二
年
一
月
の
新
規
求
人
数
は
、
五
十

三
万
人
と
な
っ
て
お
り
、
ほ
ぼ
す
べ
て
の
主
要
産

業
で
前
年
同
月
比
減
少
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、

新
規
求
職
者
数
は
六
十
二
万
人
と
依
然
と
し
て
高

水
準
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
中
で
、
有
効
求
人
倍

率
は
、
平
成
二
十
年
一
月
以
降
、
二
十
五
か
月
連

続
で
一
倍
を
下
回
っ
て
お
り
（
平
成
二
十
二
年
一

月
現
在
）、
平
成
二
十
一
年
八
月
に
は
〇
・
四
二

倍
と
、統
計
開
始
以
来
最
低
の
水
準
を
記
録
し
た
。

地
域
別
に
有
効
求
人
倍
率
を
み
る
と
、
す
べ
て
の

地
域
に
お
い
て
一
倍
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る

（
平
成
二
十
二
年
一
月
現
在
）。

ま
た
、
正
社
員
の
有
効
求
人
倍
率
は
依
然
と
し

て
全
体
の
有
効
求
人
倍
率
と
比
べ
る
と
低
い
水
準

に
あ
り
、
平
成
二
十
二
年
一
月
は
〇
・
二
九
倍
と

な
っ
て
い
る
。

平
成
二
十
二
年
一
月
の
完
全
失
業
者
数
は
、
三

百
二
十
三
万
人
と
な
っ
て
お
り
、
前
年
同
月
差
で

四
十
六
万
人
増
と
な
っ
て
い
る
。完
全
失
業
率
は
、

平
成
十
九
年
七
月
に
三
・
六
％
と
な
っ
て
以
降
、

お
お
む
ね
上
昇
傾
向
で
推
移
し
、
平
成
二
十
一
年

七
月
に
は
五
・
六
％
と
統
計
開
始
以
来
最
高
の
水

準
を
記
録
し
た
。
平
成
二
十
二
年
一
月
の
完
全
失

業
率
は
、
四
・
九
％
と
十
か
月
ぶ
り
に
四
％
台
と

な
っ
た
。

雇
用
者
数
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
は
五
千
四

百
四
十
七
万
人
と
前
年
同
月
差
で
三
十
一
万
人
減

と
な
っ
て
い
る
。
雇
用
者
数
を
主
要
産
業
別
に
み

る
と
、
製
造
業
は
前
年
同
月
差
で
み
て
減
少
が
続

い
て
お
り
、
一
方
で
医
療
・
福
祉
等
は
増
加
が
続

い
て
い
る
。
ま
た
、
雇
用
形
態
別
に
み
る
と
、
平

成
二
十
一
年
の
正
規
雇
用
者
は
前
年
同
期
差
十
九

万
人
減
、
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等
は
前
年

差
三
十
九
万
人
減
と
、
特
に
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契

約
社
員
等
で
の
減
少
が
大
き
い
。

ま
た
、
派
遣
又
は
請
負
契
約
の
期
間
満
了
、
中

途
解
除
に
よ
る
雇
用
調
整
及
び
有
期
契
約
の
非
正

規
労
働
者
の
期
間
満
了
、
解
雇
に
よ
る
雇
用
調
整

に
つ
い
て
、
平
成
二
十
年
十
月
か
ら
平
成
二
十
二

年
三
月
ま
で
に
実
施
済
み
又
は
実
施
予
定
と
し
て

把
握
で
き
た
も
の
は
、
全
国
で
四
千
七
百
九
十
二

事
業
所
、約
二
十
六
万
三
千
人
と
さ
れ
て
い
る（
平

成
二
十
二
年
三
月
二
日
現
在
）。

`

今
後
の
経
済
及
び
雇
用
情
勢
の
見
通
し

我
が
国
は
、
平
成
十
七
年
か
ら
人
口
減
少
に
転

じ
、
将
来
も
一
層
の
少
子
高
齢
化
の
進
行
に
よ
っ

て
本
格
的
な
人
口
減
少
社
会
が
到
来
す
る
見
込
み

で
あ
る
。
仮
に
各
般
の
雇
用
施
策
が
今
後
実
施
さ

れ
ず
、
平
成
十
八
年
の
労
働
力
率
と
同
水
準
で
推

移
し
た
場
合
は
、
平
成
四
十
二
年
に
お
い
て
労
働

力
人
口
が
約
千
七
十
万
人
減
少
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
て
お
り
、
こ
う
し
た
労
働
力
人
口
の
大
幅
な

減
少
は
、
経
済
成
長
に
つ
い
て
は
供
給
側
の
制
約

要
因
と
な
る
と
と
も
に
、
需
要
面
で
み
て
も
マ
イ

ナ
ス
の
影
響
を
与
え
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

ま
た
、
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
技
術
革
新
等

の
進
展
に
伴
い
、
国
内
労
働
力
の
活
用
に
当
た
っ

て
、
コ
ス
ト
削
減
志
向
や
賃
金
抑
制
志
向
が
強
ま

り
、
不
安
定
な
就
労
形
態
の
者
が
増
加
す
る
こ
と

に
よ
り
、
企
業
の
中
で
の
技
術
・
技
能
の
継
承
に

も
支
障
が
生
じ
る
と
と
も
に
、
賃
金
の
低
下
を
通

じ
て
国
内
需
要
を
抑
制
す
る
な
ど
の
問
題
も
生
じ

て
い
る
。
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